
指定都市市長会
第６回　エネルギー・環境（ＳＤＧｓ）部会

令和７年11月17日（月）
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本日の議題 
 

１　脱炭素社会の実現に向けた取組事例集 
 
２　エネルギー・環境（ＳＤＧｓ）部会の総括 

令和６年７月 
令和６年11月 

令和７年５月 
令和７年７月 

令和７年11月  

第３回 
各テーマの議論 

第２回 
各市の取組共有 
各テーマの議論 

第１回 
取組テーマと 

今後の進め方の 
決定 

国へ提言 

第４回 
提言項目と 

提言文案の協議

第６回 
部会総括

第５回 
提言文案 
とりまとめ

令和６年５月 

スケジュール  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● 各市が抱える背景や取組の共有を図ることを目的に作成 

● 各市の温室効果ガス排出量等の統計データ比較、各市の取組を部門や分野ごとに一覧化 

脱炭素社会の実現に向けた取組事例集  

取組事例集

第１章　各市の統計データ比較  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指定都市市長会提言　提言活動  
 
  実施日 令和７年７月８日

提言先 財務省、経済産業省、環境省、国土交通省

発言要旨 財務省 ・地域脱炭素推進交付金について、2050カーボンニュートラル・2030温室効果ガス削減の目
標について、国・地方が連携して地域の脱炭素化を進めていく必要があると認識している。

・交付金運用については、事業計画の範囲内で、事業の進捗状況に応じて事業間・年度間調
整が可能である仕組みとなっており、地域の実情に応じた柔軟な運用についてはご相談い
ただき、そのうえで、環境省としっかり連携してまいりたい。

・製品プラスチックの再商品化については、国としてもしっかり取り組むべき課題と認識してい
る。プラスチック資源循環法施行に伴い、市町村の負担軽減については、特別交付税措置
を行っているところ。

・今後のことを考えると、費用負担の考え方をしっかりと受け止めて、市町村の負担の軽減、
安定的かつ効率的な回収、仕組みの構築を行いたい。

発言要旨 経済産業省 ・カーボンニュートラルについては政府を挙げて取り組まねばならず、構造転換の大きな過渡
期を迎えている。エネルギー基本計画も国で閣議決定し、これから更にギアをあげての取
組が必要。

・その中でも水素需要は重要と考えている。需要面の観点から、商用車やその燃料に対して
の補助を行う方針であり、需要喚起を図りたい。

・中小企業においては、設備投資への補助を手厚く行うことや、小型水素ボイラー開発などの
技術革新の後押しをしてまいりたい。

・水素利活用の住民の生活変容に資する啓発を行うべく、環境省との「デコ活」と合わせて取
り組んでまいりたい。

・ＣＥＶ活用については車両と充電設備、両輪でやっていくことが必要と考えており、それぞれ
所要の予算を計上している。

・水素の民間利用については、都市部での需要喚起を行うことが必要。

横山　信一　財務副大臣

加藤　明良　経済産業大臣政務官

総括
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指定都市市長会提言　提言活動  
 
  実施日 令和７年７月８日

提言先 財務省、経済産業省、環境省、国土交通省

発言要旨 環境省 ・ＧＸ経済移行債の予算規模について、令和６年度で365億円、令和７年度で385億円として
おり、必要額確保は次年度も継続したい。

・地域脱炭素推進交付金の先行地域50億円の上限について、他の先行地域での取組がまだ
進んでいない中で引上げは難しいところではあるが、指定都市の規模が大きいことは理解
するので、今後の検討課題といたしたい。

・年度間・事業間調整は現行制度でもできることにはなっており、具体の事例について、地方
事務所にご相談いただきたい。

・製品プラスチックリサイクルについては、特別交付税措置をしっかり行いたい。容器プラス
チックリサイクルの後追い状態であり、製品プラスチックについての製造者の関わり方につ
いては今後検討いたしたい。

国土交通省 （事務方渡し）

五十嵐　清　環境大臣政務官

総括
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